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（Accounting Standard Board of Japan: ASBJ）と国際会計基準審議会
（IASB）との間のいわゆる「東京合意」、その後の EUによるわが国会計












































































































































































































gency Economic Stabilization Act of 2008）は、その132条で「SEC（連
邦証券取引委員会）は、公益の観点から必要又は適切と認めた場合、発行
体や取引形態にかかわらず、アメリカ会計基準（SFSA）157号『公正価値
の測定』の適用を中止することができる」と定め、133条では、時価会計
について研究することや FASB（財務会計基準審議会）の基準設定プロセ
スについて研究することを認めた。さらに、FASBの協力を得た SECの
緊急リリース（同年９月30日）及び FASBのスタッフポジション（ESP、
FAS157-３、同年10月10日）は、活発な市場のない金融商品の公正価値評
価に当たって将来のキャッシュ・フローやリスク・プレミアムに関する現
在の市場参加者の期待を組み込んだ経営者の見積りを使うことを認められ
る旨を確認した。ヨーロッパでも IASB（国際会計基準審議会）がアメリカ
の基準と IFRS (国際財務報告基準）の整合性を確認した。さらに、同年10
月13日には、IAS39号、IFRS７号を修正し、まれな状況における有価証
(22) 以下の記述については、岸田雅雄「時価会計凍結論をめぐって」税経通信903
号１号97～104頁（2009年）、岸田雅雄「会計原則の変更の法的効力」会計・監査ジ
ャーナル674号129～135頁（2009年）、参照
会計基準違反に対する刑事罰と公正会計慣行（岸田) 233
券の分類換え等も認めることとした。
このようなアメリカやヨーロッパの会計基準変更の流れは日本にも波及
し、我が国でも一定の会計基準変更の措置が採られた。まず、平成20年10
月28日、企業会計基準委員会は、実務対応報告25号「金融資産の時価の算
定に関する実務上の取扱い」を公表した。この報告書は、「金融商品会計
基準」及び「金融商品会計に関する実務指針」の解釈を明らかにするもの
であるが、そこでは、「市場価格がある場合には原則としてそれを時価と
して評価に使わなければならないが、『実際の売買事例が極めて少ない金
融資産…の時価は経営陣の合理的見積りに基づく合理的に算定された価額
による』」として、事実上変動利付国債について時価評価の適用をしなく
ても良いとする解釈を明らかにした。これは、事実上、時価評価の原則の
凍結を認めたものと解されている。
さらに、企業会計基準委員会は、平成20年12月５日に、実務対応報告26
号「債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い」を公表した。これ
は、金融機関が利益を目的に短期間保有している債券などの有価証券を満
期保有に切り替えることを認め、実質的に損失処理を先送りすることを認
めるものである。実施期間は平成20年12月５日から22年３月期までである
が、20年10月１日からの遡及適用も認める。すなわち、従来から決算期ご
との時価評価が義務付けられている「売買目的」区分から、大幅に価格が
下落した場合にのみ評価減する「満期保有」への振替えができるようにな
る。従来のルールでは「売買目的」から「満期保有」への区分変更は原則
として禁じられており、保有目的区分変更について、実務指針では、有価
証券の保有目的区分の定義及び要件を厳格に定め、分類の判断の恣意性を
排除していた。すなわち、原則として、取得当初に決定した保有目的区分
を取得後に他の保有目的区分に変更することを認めておらず、正当な理由
により保有目的区分の変更を認める場合でも、その正当な理由は、一定の
場合に限定されていた。
わが国の時価会計の凍結を法的側面から考える上で最も大きな問題は、
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会計基準の変更が法的にどのような効力を有するかの問題である。アメリ
カでは、時価基準変更を行うために法律（緊急経済安定化法）を成立させ、
SECに時価会計を凍結する基準を与えたのに対し、わが国では法律の改
正なしに、すなわち、何ら法的根拠なしに、なし崩し的に時価会計を変更
しようとしていることが問題であろう。したがって、そのような変更が法
的に適法性を有するか否かが大きな問題となる。
3) 会計基準変更の法的効果
ところで、一般的に会計基準の変更はどのような法的効果を有するもの
であろうか。その会計基準が法令で明文の規定で定められており、その法
令の改廃によって変更される場合には何ら法的には問題は生じない。しか
し、そうではなくて、企業会計基準委員会の作成する企業会計基準が変更
された場合に、それだけでは当然に法的に変更の効力を有しない。それ
は、法令の変更ではないからである。明文の規定がない以上、企業会計基
準委員会の作成する「企業会計基準」は、会社法431条及び金融商品取引
法193条、財務諸表等規則１条３項等の「公正会計慣行」と認められた場
合にのみ法的効力を有するものである。
企業会計基準委員会の公表する企業会計基準は、その法的効力について
明文の規定がない以上、前述のようにその基準が「公正会計慣行」となる
場合にのみ、それが会社法431条や金融商品取引法193条・財務諸表等規則
１条１項等の規定を介して「法的効力」を有すると考えられる。そこでこ
の点から前述の「時価会計凍結基準」の法的効果について検討を加える。
わが国における時価会計の凍結（会計基準の変更）が、アメリカにおけ
るそれと大きく異なる点は、アメリカでは、議会で国民の意志に基づいて
法律を成立させて時価主義の緩和を決定したのに対し、わが国では、何ら
法律の改正を伴わないで民間団体である会計基準委員会が「時価会計凍結
基準」を公表しただけであって、何ら法的根拠を有しないことである。
したがって、企業会計基準委員会の公表する企業会計基準「時価会計凍
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結基準」が法的効力を有するためには、それが前述の「公正会計慣行」に
該当する必要がある。そこで、「時価会計凍結基準」を公正会計慣行と考
えることができるかを検討する。
まず第１に、「時価会計凍結基準」が「一般に公正妥当と認められる企
業会計の慣行」か否かを考えると、これを肯定することは困難であろう。
なぜなら、これまで企業会計基準委員会もその根拠としてきた国際財務報
告基準等も時価評価基準を全面的に否定していない以上、緊急時というだ
けで正当性が失われたと考えることはできない。そうだとすると、「時価
会計凍結基準」を「一般に公正妥当」と考える法的根拠は存しないからで
ある。さらに、「時価会計凍結基準」を「企業会計の慣行」と考えること
ができるかの点についても、これを肯定できない。その最も大きな理由
は、これらの「時価会計凍結基準」が今後とも長期間にわたって採用され
る可能性がなく、緊急時の一時しのぎ措置であることが明らかだからであ
る。特に、実務対応報告26号は、明確に期限付きの基準であって暫定的な
措置であることを明らかにしており、その期限は、現在のところ、約２年
間を予定しているようであるが、場合によっては10年、20年継続する可能
性についても否定していない。したがって、これは「慣行」とは言えな
い。
4) 会計基準の変更と刑罰法規
?時価会計凍結基準」は「公正会計慣行」と認められない以上、会社の
役員にはこれを遵守する義務はない（もっとも基準の規定の仕方は選択的で
あり、その基準に従わなければならないとするものではない）。では逆に「時
価会計凍結基準」に従って会計処理を行うことは、「公正会計慣行」でな
い会計処理を行うことになるのであろうか。形式的に解すればそうならざ
るを得ないが、他方において、民間団体とはいえ会計基準設定主体の公表
する会計基準に従うことを「公正会計慣行」に反する会計処理と解するこ
とには異論があり得よう。その場合に、「時価会計凍結基準」が「公正会
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計慣行」であるとする根拠としては、①会社法の解釈として会社の財産及
び損益の状況の表示の適正性は要求されないと解するか、②表示の適正性
には幅があり得ることを前提とし、時価会計の一部凍結であってもなお会
社の状況を適切に表示することが必要であると解する、あるいは、実務対
応報告25号に関しては、日本公認会計士協会会長通達「証券化商品等の時
価の算定等に関する監査上の対応について」（平成20年10月28日）におい
て、「実務対応報告25号『金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱
い』」に関して「その内容は…現行の会計基準の枠内における対応である」
としてその有効性を認めることになる。
なお、「時価会計凍結基準」を「公正会計慣行」でないと考えると、そ
れに従った会計処理は違法な会計処理として、会社法・金融商品取引法上
の不実記載等の責任を生じさせるかが問題となる。形式的に言えば公正会
計慣行に違反する記載であるので、不実記載等の責任を負うとも考えられ
る。しかし、民事責任及び刑事責任の発生に際しては、前述のように「時
価会計凍結基準」は民間団体とはいえ会計基準設定主体が公表する会計基
準であって、それに従うことは責任の根拠となる「違法性」が阻却される
と考えるか、それが「違法でない」と考えることに会社役員等に過失がな
いと考え、いずれにしても取締役、監査役、会計監査人、公認会計士、監
査法人等の民事及び刑事責任を問うべきではないと考えられる。この刑事
罰の根拠には前述の通り、罪刑法定主義が適用されることはいうまでもな
い。
Ⅵ 結語
このようにわが国の会計基準設定において、それが刑事罰の根拠とな
り、いわば刑事罰規定であるにも関わらず、その作成者や公認会計士等の
実務家等にその問題が十分に理解されていないように思われる。実際にも
会計基準を作成する企業会計基準委員会においては、必ずしも刑罰法規を
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作っているという意識はないのではないかと考えられる。多くの法曹や法
学者も、会社法や金融商品取引法の解釈に当たって会計規範に言及するこ
とは乏しく、他の条文については精緻な解釈を展開する人々も、会計規範
については所与のものとして論ぜられることが少なくないのである。この
ように考えると、今後は会計基準の法的効力、特に国際会計基準の法的効
力（刑事罰則の根拠規定）について一層の研究が望まれるものである。
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